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特許庁から発行されている特許文献には、「公開特許公報」と「特許公報」の2種類が

あります。

特許庁に特許出願をすると、その内容が公序良俗に反しない限りどんなものであって

も1年半経てば「公開特許公報」として公開されます。

公開特許公報は特許庁のHPへの掲載や冊子体で発行され、誰でも閲覧できるようにな

ります。しかし公開特許公報には出願した内容がそのまま掲載されているだけで、権利

として認められたわけではありません。

特許庁での審査を経て権利化された発明は、「特許公報」に記載されます。

16 特許公報にはどんなことが書いてあるの？
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公開特許公報、特許公報にはそれぞれ、以下の内容が記載されています。

（1）公報の種別：公開特許公報か特許公報

（2）出願番号、公開番号、（特許番号）

（3）出願日、公開日、（登録日）

（4）出願人、（特許権者）

（5）発明者

（6）発明の名称
発明の内容が的確に表現されていることが好ましいですが、発明の権利範囲を何

ら制限するものではありません。

（7）要約
発明がどんな課題を解決するためのものなのかを短く的確にまとめたものです。

（8）特許請求の範囲
「特許請求の範囲」に記載されている「請求項」が、出願人が権利として保護した

いと考えている発明（権利化された発明）です。請求項はクレーム 用　語とも呼ばれ、

複数設けることができます。

（9）発明の詳細な説明
「請求項」はかなり特殊な表現で記載されること多いため、より詳しく書かれてい

る「発明の詳細な説明」が参考になります。また、「発明の詳細な説明」に詳しく記

載している事項は、審査対応の際、特許請求の範囲を変更しなければならない場合

に、請求項へ記載することができますので、可能な限り詳細に記載したほうが良い

とされています。

（10）実施例 用　語

実際に行った「実験例」など、発明者と同じレベルの研究者であれば容易に追試

できる程度に詳細に記載します。

（11）図面の簡単な説明

（12）図面
実験の結果のグラフや写真、物の形態を示します。


